
議案第１２号

令和７年度精華町国民健康保険病院事業特別会計予算について

令和７年度精華町国民健康保険病院事業特別会計予算を、次のとお

り提出する。

令和７年２月２６日提出

精華町長 杉浦 正省

提案理由

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第１７条及び第２４

条に基づき、令和７年度の精華町国民健康保険病院事業の運営に必要

な経費を計上したいので、提案します。



令　和　７　年　度

精華町国民健康保険病院事業

特  別  会  計  予  算  書

京　都　府　精　華　町
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令和７年度精華町国民健康保険病院事業特別会計予算

（総則）

第１条 令和７年度精華町国民健康保険病院事業特別会計予算は、次

に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）主要な建設改良事業

精華町国民健康保険病院改修工事

事業費 ８０，０００千円

精華町国民健康保険病院緊急時対応工事

事業費 ５，０００千円

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収入

第１款 病院事業収益 ３１，９６１千円

第１項 医業外収益 ３１，９６１千円

支出

第１款 病院事業費用 ４４，２５３千円

第１項 医業費用 ４３，６２３千円

第２項 医業外費用 ６３０千円

（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収入

第１款 資本的収入 １８５，０００千円

第１項 企業債 ８０，０００千円

第２項 他会計負担金 ５，０００千円

第３項 貸付金償還金 １００，０００千円

支出

第１款 資本的支出 １８５，０００千円

第１項 建設改良費 ８５，０００千円

第２項 貸付金 １００，０００千円

（企業債）
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第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、

次のとおりと定める。

（単位：千円）

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第６条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、

次のとおりと定める。

（１）医業費用

（２）医業外費用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第７条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の

経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

精華町国民

健康保険病

院事業

80,000

証書借入

又は

証券発行

年4.0％以

内（ただし、

利率見直し

方式で借り

入れる政府

資金及び地

方公共団体

金融機構資

金について、

利率の見直

しを行った

後において

は、当該見直

し後の利率）

政府資金

については、

その融資条

件により、銀

行その他の

場合にはそ

の債権者と

協定すると

ころによる。

ただし、町

財政の都合

により据置

期間及び償

還期限を短

縮し、又は繰

上償還もし

くは低利に

借換えする

ことができ

るものとす

る。



3

する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１）職員給与費 ９，７９３千円

令和７年２月２６日提出

京都府精華町長 杉浦 正省



収　　　　入

款 項 目 予定額(千円) 備　　　　　　　考

1.病院事業収益 31,961

1.医業外収益 31,961

2.負担金交付金 11,968 一般会計負担金

3.長期前受金戻
 入

18,612 長期前受金戻入

4.その他医業外
 収益

918 証明書等手数料等

支　　　　出

款 項 目 予定額(千円) 備　　　　　　　考

1.病院事業費用 44,253

1.医業費用 43,623

1.給与費 9,793 職員給与費

2.経費 2,926 委託及び事務経費等

3.減価償却費 30,903 固定資産減価償却費

4.資産減耗費 1 固定資産廃棄処分

2.医業外費用 630

1.支払利息及び
企業債取扱諸費

530 企業債及び繰替運用に係る支払利息

2.雑支出 100 雑支出

令和７年度　精華町国民健康保険病院事業特別会計予算実施計画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

1.受取利息及び
 配当金

463 預金利息、貸付金利息
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収　　　　入

款 項 目 予定額(千円) 備　　　　　　　考

1.資本的収入 185,000

1.企業債 80,000

1.建設改良債 80,000

2.他会計負担
 金

5,000

1.他会計負担金 5,000 一般会計負担金

3.貸付金償還
 金

100,000

1.短期貸付金償
 還金

100,000
精華町国民健康保険病院指定管理
者からの貸付金返済金

支　　　　出

款 項 目 予定額(千円) 備　　　　　　　考

1.資本的支出 185,000

1.建設改良費 85,000

2.貸付金 100,000

1.短期貸付金 100,000
精華町国民健康保険病院指定管理
者への貸付金

資　本　的　収　入　及　び　支　出

1.整備事業費 85,000

精華町国民健康保険病院施設改修
工事
精華町国民健康保険病院緊急時対
応工事
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（単位：千円）

１．業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益 △ 12,292

　　減価償却費 30,903

　　減損損失 0

　　賞与引当金の増減額 34

　　長期前受金戻入額 △ 18,612

　　受取利息及び受取配当金 △ 463

　　支払利息 530

　　有形固定資産除却額 1

　　未収金の増減額（△は増加） △ 6

　　未払金の増減額（△は減少） △ 28

　　小計 67

　　利息及び配当金の受取額 463

　　利息の支払額 △ 530

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 0

２．投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △ 85,000

　　有形固定資産の売却による収入 0

　　無形固定資産の取得による支出 0

　　無形固定資産の売却による収入 0

　　国庫補助金等による収入 0

　　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 5,000

　　貸付金による支出 △ 100,000

　　貸付金回収による収入 100,000

　　投資活動の未収金の増減 0

　　投資活動の未払金の増減 0

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 80,000

３．財務活動によるキャッシュ・フロー

　　一時借入れによる収入 0

　　一時借入金の返済による支出 0

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 80,000

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 0

　　建設改良費等の財源に充てるための他会計借入金による収入 0

　　建設改良費等の財源に充てるための他会計借入金の返済による支出 0

　　財務活動によるキャッシュ・フロー 80,000

令和７年度　精華町国民健康保険病院事業予定キャッシュ・フロー計算書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［間接法］

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）
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　　資金に係る換算差額 0

　　資金の増加額（又は減少額） 0

　　資金期首残高 10,803

　　資金期末残高 10,803
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（単位：千円）

１．医業収益

　（１）入院収益 0

　（２）外来収益 0

　（３）その他医業収益 0 0

２．医業費用

　（１）給与費 9,717

　（２）経費 1,801

　（３）減価償却費 27,224

　（４）資産減耗費 1 38,743

医業利益 △ 38,743

３．医業外収益

　（１）受取利息及び配当金 306

　（２）他会計補助金 0

　（３）国・府補助金 0

　（４）負担金交付金 10,397

　（５）長期前受金戻入 17,592

　（６）その他医業外収益 916 29,211

４．医業外費用

　（１）支払利息 1

　（２）雑支出 100 101 29,110

経常利益 △ 9,633

５．特別利益

　（１）過年度損益修正益 0

　（２）その他特別利益 0 0

６．特別損失

　（１）過年度損益修正損 0

　（２）その他特別損失 0 0 0

当年度純利益 △ 9,633

前年度繰越利益剰余金 103,094

当年度未処分利益剰余金 93,461

令和６年度　精華町国民健康保険病院事業予定損益計算書

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）
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１．固定資産

　（１）有形固定資産

　　　イ．土地 30,560

　　　ロ．建物 1,119,292

　　　　　減価償却累計額 △ 710,452 408,840

　　　ハ．構築物 24,069

　　　　　減価償却累計額 △ 22,866 1,203

　　　ニ．器械及び備品 62,676

　　　　　減価償却累計額 △ 59,543 3,133

　　　ホ．車両運搬具 0

　　　　　減価償却累計額 0 0

　　　　　有形固定資産合計 443,736

　（２）無形固定資産

　　　イ．電話加入権 484

　　　ロ．ソフトウエア 1,155

　　　　　無形固定資産合計 1,639

　（３）投資

　　　イ．その他投資 0

　　　　　投資合計 0

　固定資産合計 445,375

２．流動資産

　（１）現金預金 10,803

　（２）未収金 65

　（３）短期貸付金 0

　（４）貯蔵品 0

　（５）その他流動資産 0

　流動資産合計 10,868

資 産 合 計 456,243

３．固定負債

　（１）企業債 33,681

　（２）他会計借入金 0

　（３）引当金 0

　（４）その他固定負債 0

　固定負債合計 33,681

令和６年度　精華町国民健康保険病院事業予定貸借対照表

（令和７年３月３１日）

（単位：千円）

資　　産　　の　　部

負　　債　　の　　部
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４．流動負債

　（１）一時借入金 0

　（２）未払金 37

　（３）預り金 0

　（４）引当金 826

　　　イ．賞与等引当金 826

　（５）その他流動負債 0

　流動負債合計 863

５．繰延収益

　（１）長期前受金 794,376

　（２）収益化累計額 △ 543,588

　繰延収益合計 250,788

負 債 合 計 285,332

６．資本金 77,450

７．剰余金

　（１）資本剰余金 0

　（２）利益剰余金

　　　イ．減債積立金 0

　　　ロ．当年度未処分利益剰余金 93,461

　　　　　利益剰余金合計 93,461

　剰余金合計 93,461

資 本 合 計 170,911

負 債 ・ 資 本 合 計 456,243

＊注記事項

１．固定資産の減価償却の方法

　有形固定資産及び無形固定資産とも、定額法により償却を行っている。

２．引当金の計上方法

資　　本　　の　　部

　賞与等引当金：職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づ
き、当事業年度の負担に属する額を計上している。
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１．固定資産

　（１）有形固定資産

　　　イ．土地 30,560

　　　ロ．建物 1,199,292

　　　　　減価償却累計額 △ 741,124 458,168

　　　ハ．構築物 24,069

　　　　　減価償却累計額 △ 22,866 1,203

　　　ニ．器械及び備品 62,676

　　　　　減価償却累計額 △ 59,543 3,133

　　　ホ．車両運搬具 0

　　　　　減価償却累計額 0 0

　　　　　有形固定資産合計 493,064

　（２）無形固定資産

　　　イ．電話加入権 484

　　　ロ．ソフトウエア 924

　　　　　無形固定資産合計 1,408

　（３）投資

　　　イ．その他投資 0

　　　　　投資合計 0

　固定資産合計 494,472

２．流動資産

　（１）現金預金 10,803

　（２）未収金 70

　（３）短期貸付金 0

　（４）貯蔵品 0

　（５）その他流動資産 0

　流動資産合計 10,873

資 産 合 計 505,345

３．固定負債

　（１）企業債 113,681

　（２）他会計借入金 0

　（３）引当金 0

　（４）その他固定負債 0

　固定負債合計 113,681

令和７年度　精華町国民健康保険病院事業予定貸借対照表

（令和８年３月３１日）

（単位：千円）

資　　産　　の　　部

負　　債　　の　　部
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４．流動負債

　（１）一時借入金 0

　（２）未払金 9

　（３）預り金 0

　（４）引当金 860

　　　イ．賞与等引当金 860

　（５）その他流動負債 0

　流動負債合計 869

５．繰延収益

　（１）長期前受金 794,376

　（２）収益化累計額 △ 562,200

　繰延収益合計 232,176

負 債 合 計 346,726

６．資本金 77,450

７．剰余金

　（１）資本剰余金 0

　（２）利益剰余金

　　　イ．減債積立金 0

　　　ロ．当年度未処分利益剰余金 81,169

　　　　　利益剰余金合計 81,169

　剰余金合計 81,169

資 本 合 計 158,619

負 債 ・ 資 本 合 計 505,345

＊注記事項

１．固定資産の減価償却の方法

　有形固定資産及び無形固定資産とも、定額法により償却を行っている。

２．引当金の計上方法

資　　本　　の　　部

　賞与等引当金：職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づ
き、当事業年度の負担に属する額を計上している。
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収　　　　入 （単位：千円）

款 項 目 節
本　年　度
予　定　額

前　年　度
予　定　額

説　　　　　　　明

病院事業収
益

31,961 29,435

医業外収益 31,961 29,435

受取利息及
び配当金

463 307

預金利息 3 1 預金利息

貸付金利息 460 306
精華町国民健康保険病院指
定管理者への貸付金利息

負担金交付
金

11,968 10,621

一般会計負
担金

11,968 10,621
人件費(1名分)を含む管理
に係る経費分

長期前受金
戻入

18,612 17,592

長期前受金
戻入

18,612 17,592 長期前受金戻入額

その他医業
外収益

918 915

その他医業
外収益

918 915
証明書等手数料       850
行政財産使用料        68

支　　　　出 （単位：千円）

款 項 目 節
本　年　度
予　定　額

前　年　度
予　定　額

説　　　　　　　明

病院事業費
用

44,253 39,068

医業費用 43,623 38,967

給与費 9,793 9,717

事務員給 4,630 4,560 一般職給料１名分

事務員手当 2,851 2,882 職員手当６種類

法定福利費 1,452 1,449
共済組合負担金・厚生会負
担金等

賞与等引当
金繰入額

860 826
期末勤勉手当分       716
共済組合負担金分     144

経費 2,926 2,025

旅費交通費 5 5 職員出張旅費

消耗品費 10 10 事務用品等

印刷製本費 10 10 印刷代

保険料 150 150 建物災害共済基金分担金

予　　算　　に　　関　　す　　る　　参　　考　　資　　料

収　益　的　収　入　及　び　支　出
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款 項 目 節
本　年　度
予　定　額

前　年　度
予　定　額

説　　　　　　　明

通信運搬費 10 10 郵送料等

委託料 2,720 1,620
証明書等交付手数料徴収事
務委託料             900

特殊建築物定期検査及び報
告(建築設備及び防火設備) 
業務委託料           400

会計システム保守料   320

ポリ塩化ビフェニル（ＰＣ
Ｂ）使用製品廃棄処理委託
料                 1,100

諸負担金 21 220
会計システムサーバー利用
料負担金

減価償却費 30,903 27,224

建物減価償却
費

30,672 27,224 病院施設減価償却

無形固定資産
減価償却費

231 0 ソフトウェア減価償却

資産減耗費 1 1

固定資産除却
費

1 1 固定資産廃棄処分

医業外費用 630 101

530 1

企業債利息 430 1 企業債に係る支払利息

一時借入金利
息

100 1 繰替運用に係る支払利息

雑支出 100 100

その他雑支出 100 100 雑支出

支払利息及
び企業債取
扱諸費
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収　　　　入 （単位：千円）

款 項 目 節
本　年　度
予　定　額

前　年　度
予　定　額

説　　　　　　　明

資本的収入 185,000 203,710

企業債 80,000 97,500

建設改良債 80,000 97,500

建設改良債 80,000 97,500
建設改良費に係る建設改良
債

他会計負担
金

5,000 6,210

他会計負担
金

5,000 6,210

一般会計負
担金

5,000 6,210
建設改良費に係る一般会計
負担金

貸付金償還
金

100,000 100,000

短期貸付金
償還金

100,000 100,000

一般短期貸
付金償還金

100,000 100,000
精華町国民健康保険病院指定
管理者からの貸付金返済金

支　　　　出 （単位：千円）

款 項 目 節
本　年　度
予　定　額

前　年　度
予　定　額

説　　　　　　　明

資本的支出 185,000 203,710

建設改良費 85,000 103,710

整備事業費 85,000 102,500

工事費 85,000 91,971

精華町国民健康保険病院施
設改修工事         80,000
精華町国民健康保険病院緊
急時対応工事  　    5,000

0 1,210

備品購入費 0 1,210

貸付金 100,000 100,000

短期貸付金 100,000 100,000

一般短期貸
付金

100,000 100,000
精華町国民健康保険病院指
定管理者への貸付金

資　本　的　収　入　及　び　支　出

委託料 0 10,529

固定資産購
入費
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１．総　括

特別職 一般職

- 1 - 4,630 3,567 8,197 1,596 9,793

- 1 - 4,560 3,449 8,009 1,588 9,597

- 0 - 70 118 188 8 196

区　　　分

本 年 度

手 前 年 度

比   較

当
区　　　分

本 年 度

の 前 年 度

比   較

内
区　　　分

本 年 度

訳 前 年 度

比   較

給　与　費　明　細　書

（単位：千円）
給 与 費

区 分

本 年 度

前 年 度
児童手当
          120

比　　較

（単位：千円）

扶養手当 通勤手当 地域手当 住居手当 特殊勤務手当

174 53 337 0 0

198 55 286 0 0

△ 24 △ 2 51 0 0

時間外勤務
手　　　当

管理職手当 宿日直手当 期末勤勉手当
退職手当組合
負担金

300 0 0 2,147 556

300 0 0 2,062 548

0 0 0 85 8

合　　計

3,567

3,449

118

職　員　数 法 定
福利費

合 計 備　考
報酬等 給 料 手 当 計

16



２．給料及び手当の増減額の明細
（単位：千円）

区 分 備 考

50

20

-

24

３．給料及び手当の状況

　（１）職員１人当たり給与

　（２）初任給

増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説 明

 給与改定に伴う
 増減分

給与改定による増加

 昇給に伴う増加
 分

職員の定期昇給に伴う増加

 その他の増減分

 その他の増減分
支給要件からはずれたこと
による増減等

区　　　　　　　　　　　　　　　　分 一　般　行　政　職

平均給料月額（円） 385,800

令和７年４月１日現在 平均給与月額（円） 432,655

平 均 年 齢 （歳） 52.0

平均給料月額（円） 380,000

令和６年４月１日現在 平均給与月額（円） 424,805

平 均 年 齢 （歳） 51.0

一般会計の制度

一般行政職（円）

高　校　卒 201,000 201,000

短　大　卒 213,600 213,600

大　学　卒 225,600 225,600

給 料 70

手　当 118

 制度改正に伴う
 増減分

94
期末勤勉手当（+0.1月）及
び地域手当（+1.0％）の支
給率の増加

区　　　　分 一般行政職（円）

17



　（３）級別職員数

職員数 構成比

（人） （％）

　１級

　２

　３

　４ 1 100.0

　５

　６

　７

計 1 100.0

　１級

　２

　３

　４ 1 100.0

　５

　６

　７

計 1 100.0 

一 般 行 政 職

区 分 備 考
級

令和７年４月１日現在

令和６年４月１日現在
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　（級別の基準となる職務）

区 分 一 般 行 政 職

１．係長の職務

２．主査の職務

１．専門官の職務

２．主任専門員の職務

３．専門員の職務

４．課等の長の補佐する職務

５．主幹の職務

６．主任主査の職務

１．部等の長の職務

２．部等の次長の職務

３．部等の参事の職務

１　　級 定型的な業務を行う主事（技師）の職務

２　　級 高度な知識又は経験を必要とする主事（技師）の職務

３　　級

４　　級

５　　級 課等の長の職務

６　　級 困難な業務を行う課等の長の職務

７　　級
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　（４）昇給

（Ａ）（人） 1

（Ｂ）（人） 1

２号給（人） -

４号給（人） 1

５号給（人） -

６号給（人） -

８号給（人） -

（％） 100.0

（Ａ）（人） 1

（Ｂ）（人） 1

２号給（人） -

４号給（人） 1

５号給（人） -

６号給（人） -

８号給（人） -

（％） 100.0

　（５）期末手当・勤勉手当

（単位：月分）

６月 １２月 ３月

本 年 度 2.300 2.300 - 4.60 

前 年 度 2.250 2.250 - 4.50 

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

比 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ）

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

比 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ）

支 給 期 別 支 給 率

一 般 会 計 の 制 度

（支給率等）

区 分 一般行政職

号 給 数 別 内 訳

号 給 数 別 内 訳

区 分 支 給 率 計 備 考

支給率等

2.300 2.300 - 4.60 

本 年 度

前 年 度
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　（６）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当（令和６年４月１日現在）

（単位：月分）

一般会計の制度

定 年 応 募 認 定 （支給率等）

２ ０ 年 勤 続 の 者 24.586875 24.586875 24.586875 

２ ５ 年 勤 続 の 者 33.27075 33.27075 33.27075 

３ ５ 年 勤 続 の 者 47.70900 47.70900 47.70900 

最 高 限 度 47.70900 47.70900 47.70900 

その他の加算措置等 制度なし
定年前早期退職
加算（2～45%）

定年前早期退職
加算（2～45%）

　（７）地域手当

支給対象職員数 一般会計の制度

（人） （支給率：％）

全地域 7 １ 7

　（８）特殊勤務手当

-

-

　（９）その他の手当

一 般 会 計 の
制 度 と の 異 同

扶 養 手 当 同　じ

住 居 手 当 同　じ

通 勤 手 当 同　じ

支 給 率 等

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （ ％ ）

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （ ％ ）
（令和７年４月１日現在）

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

区 分 備 考

支給対象地域 支給率（％）

区 分 一 般 行 政 職

-

区 分
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